
美浜町運動公園陸上競技場ネーミングライツパートナー募集要項 

 

１ 目的 

   美浜町では、民間資金を活用して美浜町運動公園陸上競技場（以下「施設」という。）の持続可能な

維持管理を行うとともに、民間の創意工夫による地域活動および社会貢献の場を提供するため、施設に

愛称（企業名、商品名等）を命名することができる権利（以下「ネーミングライツ」という。）を取得

するネーミングライツパートナー（以下「パートナー」という。）を募集します。 

 

２ 募集概要 

（１）対象施設、ネーミングライツ付与期間およびネーミングライツ料 

    ア 施 設 名  美浜町運動公園陸上競技場 

    イ 所 在 地  美浜町大字奥田字奥田前１番地１ 

    ウ 付 与 期 間  ５年以上 

    エ ネーミングライツ料  年額５０万円以上 

    ※１ 契約期間および愛称の使用開始日は、町民への周知期間や導入準備に要する時間などを踏ま

えて両者で協議することとします。 

    ※２ ネーミングライツ料のほか、消費税および地方消費税が別途必要です。 

 

（２）施設概要 

    ア 供用開始日  令和６年６月３０日 

    イ 公認種別  日本陸上競技連盟 第３種公認 

    ウ 施設面積  ２２，８４２．１７㎡ 

      (敷地面積) 

    エ 施設内容  陸上競技場（トラック・フィールド）、観覧スタンド、写真判定室棟、 

             器具庫（３棟）、照明設備（照明塔４基） 

    オ 仕様・構造  ト ラ ッ ク：全天候型フルウレタン舗装（走路） 

                    １周４００ｍ×８レーン（ホームストレートは９レーン） 

             フィールド：投てき競技対応ロングパイル人工芝（１０６ｍ×７５ｍ） 

             観覧スタンド：鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 ３階建 

                    観覧席９８６席、車いす専用観覧席１２席 

             写真判定室棟：鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 ３階建 

             器 具 庫：鉄骨造 １階建 

    カ 主な利用  陸上競技、サッカー、ラグビー、アメリカンフットボール、各種イベント 

 

（３）パートナーのメリット 

    ア 町は、パートナーおよび愛称の決定について、プレスリリースするとともに、町広報およびホ

ームページで公表します。 

    イ 町広報、ホームページ等における施設名称の記載は、原則として愛称を使用します。（ただし、

必要に応じて、条例等に基づく施設名称を併記する場合があります。また、国際試合等大規模な

大会等が開催される場合は、愛称の使用が制限されることがあります。） 

    ウ パートナーは、施設に愛称を標示することができます。また、パートナーとなった者の管理す

る広報媒体（ホームページ等）でパートナーであることを掲載することができます。 

 

（４）命名の条件等 

    ア 条例等に基づく施設名称は現行のままとします。 

    イ 愛称は、町民や利用者に親しみやすいものとします。 

    ウ 美浜町広告掲載基本要綱第４条に規定する要件を満たすものとします。 



    エ ネーミングライツを付与する期間内は、原則として愛称の変更はできません。 

 

（５）地域貢献に関する提案 

    パートナーとして、施設のイメージアップにつながる提案や地域貢献の場として活用する提案を

期待しています。 

 

（６）費用負担 

    町とパートナーの費用負担の区分は、次のとおりとします。 

区分 町 パートナー 

敷地内外の看板等の新設、既存看板等の変更およびそれらに係

る修繕等の維持管理 ※１ 

 ○ 

契約期間終了時（契約の解除も含む）の原状回復  ○ 

新設または変更した看板等を起因とした第三者への損害賠償  ○ 

愛称が第三者の権利を侵害した場合の損害賠償  ○ 

町が作成するパンフレット、封筒等の印刷物や町ホームページ

の表示変更 ※２ 

○  

    ※１ 新設の看板等の場合は、設置の可否についても協議のうえ決定します。 

    ※２ 町で発行している印刷物については、新規作成分を対象とします。また、残部数、改定時期

等を勘案し、協議のうえ変更時期を決定します。 

 

（７）応募資格 

    パートナーとなることができる者は、法人（以下「事業者」という。）のうち、次に掲げる事項の

いずれにも該当しない者とします。 

    ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

    イ 美浜町指名停止措置要領に基づく指名停止措置を受けている者 

    ウ 国税、都道府県税又は市町村税を滞納している者 

    エ 各種法令に違反している者 

オ 行政機関から行政指導を受け、改善がなされていない者 

    カ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者または

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者 

    キ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしている者または会社法

（平成１７年法律第８６号）に基づく特別清算開始の申立てをしている者 

 ク 風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第１２２号)第２条第２項

に規定する風俗営業者 

    ケ 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第２項に規定する貸金業者（銀行法（昭和５６年

法律第５９号）第２条第１項に規定する者を除く。） 

    コ 法律に定めのない医療疑似行為を行う者 

 サ 政治性または宗教性のある事業を行う者 

    シ 美浜町暴力団排除条例（平成２３年美浜町条例第２１号）第２条第１号に規定する暴力団（以

下「暴力団」という。）、同条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）または暴

力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者 

    ス 施設が指定管理者制度導入施設（地方自治法（昭和２２年法律第６７号)第２４４条の２第３

項に規定する指定管理者が管理を行っている施設または管理を行うこととしている施設をいう。）

の場合は、ネーミングライツ事業を導入した時点の指定管理者の事業目的と競合する者 

    セ 町の社会的な信頼性および公平性を損なうおそれのある者 

    ソ その他町長が適当でないと認める者 



 

３ 募集期間 

   令和７年３月５日（水）から令和７年４月１０日（木）まで 

 

４ 応募方法 

   本ネーミングライツ事業に応募しようとする事業者（以下「応募者」という。）は、以下のとおり申

し込みを行ってください。 

   ア 提出書類  (ア) 美浜町運動公園陸上競技場ネーミングライツ事業申込書（様式第１号） 

            (イ) 地域貢献に関する提案書（様式第２号） 

            (ウ) 誓約書（様式第３号） 

            (エ) 法人役員名簿（様式第４号） 

            (オ) 法人の概要（様式第５号） 

            (カ) 登記事項証明書（商業登記簿謄本） 

（写しでも可。提出日から３か月以内に発行されたものに限ります。） 

            (キ) 直近１事業年度分の法人税、消費税および地方消費税、法人都道府県民税

および法人市町村民税の納税証明書 

            ※１ 町の入札参加資格を有している事業者は、カおよびキを省略することがで

きます。 

            ※２ 美浜町に本社がある場合、キの提出書類のうち美浜町税の納税証明書につ

いて、誓約書による同意のうえ、省略することができます。（町で納税状況

の確認を行います。） 

            ※３ 提出された書類は返却しません。また、情報公開請求があった場合には、

美浜町情報公開条例に基づき公開することがあります。 

   イ 提出部数  紙ベース １部 

   ウ 提出方法  郵送または持参 

            （郵送の場合は、簡易書留郵便など送達確認ができるものに限ります。） 

   エ 提 出 先  〒４７０－３２３３ 

             美浜町大字奥田字奥田前１番地１ 

             美浜町教育委員会生涯学習課（美浜町運動公園陸上競技場内） 

             （持参の場合は、土曜日、日曜日および祝日を除く午前８時３０分から午後５

時１５分までです。） 

             （郵送の場合は、募集期間内に必着とします。） 

   オ 質問受付等  本ネーミングライツ事業の応募に当たって質問事項がある場合は、以下のとお

り受け付けます。 

(ア) 質問方法  質問事項を任意の様式に記入し、以下の方法により提出先へ

提出してください。 

(イ) 提出方法  電子メール（電子メールの送達確認を電話により行ってくだ

さい。） 

(ウ) 提 出 先  E-mail：gakusyu@town.aichi-mihama.lg.jp 

(エ) 受付期間  令和７年３月５日（水）から令和７年３月３１日（月）午後

５時１５分まで 

(オ) 注意事項  電子メール以外の方法での提出による質問は受付できません。 

 

５ 選定方法 

   庁内の審査会において、次の審査項目および審査基準を基に提案に対する採用の可否、パートナーの

選定等について審査を行った後、パートナーを決定します。その後、結果を速やかに全ての応募者に通

知します。 



   なお、応募者が１者のみの場合であっても、審査会を開催します。 

 

   ＜審査項目＞ 

評価項目 評価基準 配点 

応募の趣旨 ・本町のネーミングライツの目的に沿っているか 10点 

愛称は適切か ・親しみやすいか、分かりやすいか 

・施設の管理運営に支障が生じないか 
20点 

提案金額（年額） ・提案金額（年額）が最高の者を１位とし、４０点を付与する。２位

以下は、その提案金額を１位の提案金額で除して算出した率を４０

点に乗じた得点とする。 

40点 

提案期間 ・提案期間の妥当性 10点 

パートナーとして

適当か 

・施設と事業者（法人）の理念および事業内容がマッチしているか 

・地域貢献や支援の実績および計画があるか 

・施設のイメージアップにつながる提案となっているか 

20点 

   ※１ 応募者が１者のみの場合は、合計得点が当該配点の合計の６割以上であることをパートナーと

して選定する条件とします。 

 

６ 契約締結 

   パートナーと協議を行い、町とパートナーとの間で、本ネーミングライツ事業に関する契約を締結し

ます。 

 

７ 契約の解除 

   契約期間中にパートナーが応募資格の要件を失ったときやパートナーの信用失墜行為等により町も

しくは施設のイメージが損なわれるおそれがあるときなど、パートナーとして適当でないと認められ

るとき、またはパートナーから契約解除の申し出があったときは、町は契約を取り消し、または解除す

ることがあります。この場合、契約解除に伴う原状回復に必要な費用はパートナーの負担とし、既に納

入されたネーミングライツ料は返還しません。 

 

８ リスク分担 

(１) パートナーが設置した看板等が損傷、汚損等した場合は、パートナーの責任において速やかに復旧

するものとします。 

(２) パートナーが設置した看板等により第三者に損害が生じた場合の負担や、施設に命名した愛称が

第三者の商標権等の知的財産権を侵害した場合の負担は、パートナーが負うものとします。 

(３) その他、特に定めのないリスクが生じた場合は、両者で協議のうえ決定するものとします。 

 

９ ネーミングライツ料の支払 

   ネーミングライツ料の支払については、年度ごとに町が発行する納入通知書により、毎年度４月末ま

でに納入することとします。ただし、契約初年度については、町が指定する期日までに納入することと

します。なお、支払は一括払いとし、分割して支払うことはできません。 


